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－ニア・イズ・ベターのさらなる徹底－（区政編） 

【改革の柱１】地域社会における住民自治の拡充 
 
柱1-Ⅰ-ア 人と人とのつながりづくり 

 

目標の達成状況  

目標 29 年度実績 
29 年度
目標 

の評価 

30 年度以降の目標 
（設定・変更等） 

身近な地域での
つながりに関し
て肯定的に感じ
ている区民の割
合 

29 年度 30％ 

30 年度 
各区で目標値を
設定 
 
31 年度 
各区で目標値を
設定（29 年度比
５％増） 

24 区中 24 区で目標値を上回っ
た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

達成  
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44.2%
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49.9%

46.7%

41.2%

33.3%

47.4%

42.6%

47.8%

51.6%

50.8%

50.7%

49.9%

50.2%

46.8%

45.4%

45.0%
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【目標値３０％】

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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45.0%
36.0%

50.0%
45.0%

50.0%
53.6%
53.0%
54.0%
52.0%
55.0%

50.0%
48.0%
50.0%
51.8%

48.2%
49.0%

0% 100%

北区
都島区
福島区
此花区
中央区
西区
港区

大正区
天王寺区

浪速区
西淀川区

淀川区
東淀川区

東成区
生野区
旭区

城東区
鶴見区

阿倍野区
住之江区

住吉区
東住吉区

平野区
西成区

30年度目標

40.0%
47.0%
51.0%
50.0%

40.0%
41.0%

55.0%
51.7%

46.0%
39.0%

55.0%
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31年度目標
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目標 29 年度実績 
29 年度
目標 

の評価 

30 年度以降の目標 
（設定・変更等） 

 
（理由） 
基とする 29 年度実績が確定し
たため、30 年度以降の目標を設
定する。 

 

取組の実施状況 

29 年度の主な取組実績 課題 
30 年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①人と人とのつながりづくりのための取組

への支援 

・全区において、人のつながりの大切さに
ついての啓発や、地域活動の周知等の
情報発信を行った。 

・身近な課題に気付き、顔見知りになって
つながっていることの大切さを感じて
もらえるよう、防災や地域の見守り、放
置自転車対策等の取組の機会を捉えて
啓発を行った。 

・ホームページ、ＳＮＳ（フェイスブック、
ツイッターなど）や広報紙・掲示板等の
多様な媒体を活用して、人のつながり
の大切さについて啓発を行うととも
に、地域活動の周知や、地域活動への参
加、自治会等への加入の呼びかけ等に
関する情報発信を行った。 

・若い世代をはじめ多くの人につながり
づくりの大切さを伝えるため、区民ま
つりなどの区主催行事や地域主催行事
の機会を捉えて情報発信を行った。 

・地域のつながりづくりの基礎となる自
治会・町内会への加入を促進するため、
転入者や子育て世代、マンション住民
など、未加入者を対象に、機会を捉えて
加入を呼びかけた。 

 

・身近な課題に対す
る気付きを促し、
地域活動に関心
のない層に、人の
つながりの重要
性を伝える啓発
を行う必要があ
る。 

・若い世代も含めた
新しい参加者を
呼び込むために
は、より幅広い層
を対象とした情
報提供を行う必
要がある。 

・マンション住民と
町会とのつなが
りが希薄である
ことから、地域活
動への参加や自
治会・町内会への
加入を促す必要
がある。 

・全区において、引き続き、人の
つながりの大切さについての
啓発や、地域活動の周知等の
情報発信を行う。（通年） 

・ホームページ、ＳＮＳ（フェイ
スブック、ツイッターなど）や
広報紙・掲示板等の多様な媒
体を活用して、人のつながり
の大切さについての啓発、地
域活動の周知や、地域活動へ
の参加、自治会等への加入の
呼びかけ等に関する情報発信
を行う。またはより強化する。
（通年） 

・マンション住民を対象に、防災
や子育て支援などの身近な課
題を通じて、地域活動への参
加やコミュニティづくりに向
けて支援する。（通年） 

・転入者への転入時の案内など
の機会を捉えて、地域活動へ
の参加や自治会・町内会への
加入促進の取組をさらに強化
する。（通年） 

 

  

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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柱1-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

 

目標の達成状況  

目標 29 年度実績 
29 年度
目標 
の評価 

30 年度以降の目標 
（設定・変更等） 

①自治会、町内
会単位（第一
層）の活動へ
の支援 

自治会・町内会
単位の活動に参
加している区民
のうち、自治会・
町内会単位の活
動に対する市か
らの支援が役に
立っていると感
じている区民の
割合 

 
29 年度 
自治会・町内会
単位の活動への
支援策の策定、
着手可能なもの
から実施 
 
30 年度 
各区において具
体的な目標を設
定する 
 
31 年度 
各区において具
体的な目標を設
定する 

自治会・町内会単位の活動への支
援策を検討し策定した。 
８区については、策定した支援策
に基づき、具体的な取組などの目
標設定を行い支援等を実施した。 
 
 

【参考：29 年度実績】 
「自治会・町内会単位の活動に対
する市からの支援が役に立っ
ていると感じている区民の割
合」 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

達成  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（理由） 
基とする 29 年度実績が確定したた
め、30 年度以降の目標を設定する。 
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62.0%
64.0%
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31年度目標

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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目標 29 年度実績 
29 年度
目標 

の評価 

30 年度以降の目標 
（設定・変更等） 

②地縁型団体が 
行う活動に参加
している区民の 
割合 

29 年度 15％ 
 
30 年度 
各区において前年
度以上の比率をめ
ざす 
 
31 年度 
各区において前年
度以上の比率をめ
ざす 

24 区中 24 区で目標値を上回った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

達成  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（理由） 
基とする 29 年度実績が確定した
ため、30 年度以降の目標を設定
する。 
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24.4%

29.0%

29.5%

23.1%

29.6%

22.5%

23.3%

25.8%

18.3%

0.0% 100.0%

北区

都島区

福島区

此花区

中央区

西区

港区

大正区

天王寺区

浪速区

西淀川区

淀川区

東淀川区

東成区

生野区

旭区

城東区

鶴見区

阿倍野区

住之江区

住吉区

東住吉区

平野区

西成区
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31年度目標
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目標 29 年度実績 
29 年度 
目標 

の評価 

30 年度以降の目標 
（設定・変更等） 

③各団体により 
地域の特性や 
課題に応じた 
活動が進められ
ていると感じて
いる区民の割合 

29 年度 40％ 
 
30 年度 
各区において前年
度以上の比率をめ
ざす 
 
31 年度 
各区において前年
度以上の比率をめ
ざす 

24 区中 21 区で目標値を上回っ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未達成 

中央区、

浪速区、

西成区の

３区が未

達成 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（理由） 
基とする29年度実績が確定したた
め、30 年度以降の目標を設定する。 
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【目標値４０％】
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取組の実施状況 

29 年度の主な取組実績 課題 
30 年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①自治会・町内会単位（第一層）の活動
への支援 

・各区において、自治会・町内会単位
（第一層）の活動への支援が効果的
に行えるよう、区長会議安全・環境・
防災部会において、支援の方向性を
策定した。 

（方向性） 

⑴ 人と人とがつながるためのきっ
かけづくりに向け、住民が「つな
がることの必要性を感じる」活動
内容や、「つながれば面白いと思
える魅力を感じる」活動内容を形
作るためのサポートを行う。 

⑵ 自治会・町内会、その他各種グ
ループといった活動主体が、自律
的かつ円滑に地域での活動を行
うことができるよう、活動主体へ
の加入促進や、活動主体間の連携
促進といった支援を行う。 

・市政改革プラン
2.0（区政編）に定
める目標を各区が
達成できるよう、
必要に応じて、区
長会議安全・環境・
防災部会におい
て、各区が抱える
課題の解消に向け
た取組を検討する
必要がある。 

・支援の方向性を受
けて、各区におい
て、第一層への支
援を行っていく必
要がある。 

・各区における第一層の活動実態や
区からの支援内容、課題等を集約
し、全区で情報共有するととも
に、各区が把握している課題のう
ち、区長会議安全・環境・防災部
会で検討を要するものがあれば、
対応策を検討する。（通年） 

・各区の実情に応じて、自治会・町
内会単位（第一層）の活動への支
援を行う。（通年） 

・自治会・町内会への加入促進に向
けたチラシや地域活動参加を促
す案内パンフレットを作成し、転
入者等に対し配布して参加を呼
びかける。（通年） 

・一部の区では、マンション住民を
対象とし、防災訓練や防災講座等
をきかっけとして、自治会・町内
会への加入促進やコミュニティ
形成に向けた支援を行う。（通年） 

②地域リーダーの活躍促進 

・地域リーダーなどの人材を改めて
把握し、その養成の仕組みが形骸化
しているなど活躍促進に向けて見
直しを図る必要がある制度として、
区長会議の各部会において次の３
制度を抽出し、位置づけや区と局の
連携に向けた役割分担を明確化す
るために要綱を整備するなどの見
直しを行った。 

地域防災リーダー 

グリーンコーディネーター 

子ども会指導者・育成者 

 

 

・グリーンコーディ
ネーターについて
は、各区と局が相
互に連携し、各種
取組を実行してい
く必要がある。 

・子ども会指導者・
育成者について
は、制度自体は見
直さないが、区や
地域によって状況
が異なっている
中、任意団体であ
る子ども会に対し
てどのような支援
が可能か整理する
必要がある。 

・各区において、地
域リーダーの活躍
促進に向けて、取
り組んでいく必要
がある。 

・グリーンコーディネーターについ
ては、区長会議まちづくり・にぎ
わい部会において、各区の取組情
報を適宜収集し、取りまとめ、24
区で共有することにより、区役所
と局の相互連携を進め、各種取組
の実効性・有効性をより高めてい
く。（通年） 

・子ども会指導者・育成者について
は、区長会議こども・教育部会に
おいて、任意団体である子ども会
に対して行政がどのような支援
ができるのか、また、行政と子ど
も会がどのような連携ができる
のか検討する。（通年） 

・全区において、関係部局と連携し、
地域リーダー本人の意向に基づ
き活躍の場につなげるよう取り
組む。（通年） 

・一部の区では、地域防災リーダー
の活躍促進に向けて、情報共有会
や訓練・研修会などを実施する。
（通年） 

③気軽に活動に参加できる機会の提供 
・全区において、高齢者やこどもの居
場所づくりなど、誰もが気軽に参加
できる場や活動等のきっかけとな
るような情報を収集し、発信した。 

・区役所やまちづくりセンター等の
ホームページ、ＳＮＳ（フェイスブ
ック、ツイッターなど）や広報紙・
掲示板等の多様な広報媒体やイベ
ント等を通じて広く発信し、参加を
広く呼びかけた。 

・活動のきっかけと
なるような情報が
行き届いておら
ず、多様な広報ツ
ールを活用したき
め細かな情報発信
を行う必要があ
る。 

・より気軽に地域活
動に参加してもら
えるよう、情報発

・全区において、引き続き誰もが気
軽に参加できる場や活動等のき
っかけとなるような情報を収集
し、発信する。（通年） 

・全区において、引き続き、区役所
やまちづくりセンター等の広報
紙、ホームページ、ＳＮＳ等の多
様な広報媒体やイベント等を通
じて広く発信し、参加を広く呼び
かける。（通年） 

・各地域活動協議会や中間支援組織

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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29 年度の主な取組実績 課題 
30 年度の取組内容 

（課題に対する対応） 
・区役所１階などに地域情報の専用
コーナーを設置し、周知を行った。 

・これまでに地域活動に関わりの少
なかった方が気軽に参加できるよ
うな交流会やまつり等のイベント
を開催した。 

 

 

信の内容を充実す
る必要がある。 

等と連携し、多様な広報ツールを
活用したきめ細かな市民活動情
報の発信を行う。（通年） 

・地縁型団体の会議等で活動目的を
改めて確認する機会を設け、さら
に誰もが気軽に参加できるよう
にする仕組みや工夫に関する情
報提供を行う。（通年） 

・地域課題等について参加者が自由
に意見を述べることができる場
を開催し、これまで地域に関わり
の少なかった区民の地域活動へ
の参加を支援する。（通年） 

④ＩＣＴを活用したきっかけづくり 
・区ホームページやＳＮＳを活用し、
地域活動情報・団体情報の発信や、
対話を進める取組を行った。 

・一部の区では、区ホームページで、
各地域活動協議会のホームページ
やＳＮＳを紹介した。 

・一部の区では、ＩＣＴを活用して地
域課題解決に取り組む CivicTech
活動の情報発信を行った。 

 

・地域活動への参加
を呼びかけるた
め、情報発信にＳ
ＮＳなどのＩＣＴ
を活用する必要が
ある。 

・地域活動の担い手
のＩＣＴスキルの
向上を図る必要が
ある。 

・29 年度に実施予定
だった CivicTech
活動の情報提供に
ついて、一部実施
に至らなかった。 

・ＳＮＳなどのＩＣＴを活用して、
区主催のイベント等の情報や、地
域活動・地域団体等の情報を発信
し活動への参加を呼びかける。
（通年） 

・一部の区では、地域活動の担い手
の、ＳＮＳの活用などＩＣＴスキ
ルの向上に向け、中間支援組織を
通じた支援を強化する。（通年） 

・一部の区では、各地域活動協議会
などへCivicTech活動の情報発信
を行う。（通年） 

・各区が取組の進捗状況・目標達成
状況に応じて必要な対策を検討
す る 際 に 活 用 で き る よ う 、
CivicTech 活動などの情報発信に
関する各区における取組を把握
し、区長会議安全・環境・防災部
会において、各区の取組内容を共
有する。（３月） 

⑤委嘱制度の再検討 

・委嘱制度について改めて把握し、委
嘱による活動内容が地域の実情に
即していないなど、受嘱者の負担感
の解消に向けて見直しを図る必要
がある制度として、区長会議の各部
会において次の８制度を抽出し、そ
れぞれの制度の抱える課題に応じ
た見直しや取組を行った。 

・８制度のうち、はぐくみネットコー
ディネーター、生涯学習推進員、子
ども家庭支援員については、29 年
度に予定していた見直しの完了に
至らなかった。 

廃棄物減量等推進員 

人権啓発推進員 

スポーツ推進委員 

統計調査員 

民生委員・児童委員 

はぐくみネットコーディネーター 

生涯学習推進員 

子ども家庭支援員 
 

・はぐくみネット 
コーディネーター
及び生涯学習推進
員については、各
区における課題を
解消し、地域の負
担軽減につながる
ような委嘱制度と
するため、30 年度
中に、部会での取
組を早急に完了さ
せ、全区で共有す
る必要がある。 

・子ども家庭支援員
については、区か
らの推薦のあり方
や活動の活性化に
ついて、課題整理
をするとともに共
通のアセスメント
ツールを活用した
こども相談センタ
ーと子育て支援室
との役割分担の検
討と連携して進め
ていく必要があ
る。 

・はぐくみネットコーディネー 
ター・生涯学習推進員について
は、区長会議こども・教育部会に
おいて、分権型教育行政検討小委
員会での議論の進展に合わせて、
役割分担や要綱案などを取りま
とめ、全区で内容を共有する。（通
年） 

・子ども家庭支援員については、区
長会議こども・教育部会におい
て、31年３月をめどに役割を再検
討して、24 区で共有する。 

・廃棄物減量等推進員について、区
長会議安全・環境・防災部会と局
が連携して、活躍促進方策（区長
委嘱など制度面での検討を含む）
について検討を行う。（通年） 

・スポーツ推進委員については、区
長会議まちづくり・にぎわい部会
において、局が実施する各区の実
態把握に基づく業務内容の整理
の進捗状況及び追加委嘱時に行
う公募の試行実施の状況を把握
し、段階的に検討・実施を行う。
（通年） 

・統計調査員については、区長会議
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29 年度の主な取組実績 課題 
30 年度の取組内容 

（課題に対する対応） 
・廃棄物減量等推進
員、スポーツ推進
委員、統計調査員、
民生委員・児童委
員についても、負
担感の解消等に向
けて、引き続き取
組を継続していく
必要がある。 

・各区において、受
嘱者の負担感の解
消に向けて、取り
組んでいく必要が
ある。 

まちづくり・にぎわい部会におい
て、協力依頼を行った各大学にお
ける 30 年 10 月の住宅・土地統計
調査に向けた調査員募集方法等
について統計調査ワーキンググ
ループで検証し、その結果を含め
た統計調査員の質と量の確保に
ついての同ワーキンググループ
における検討状況や局における
取組状況を確認する。（通年） 

・民生委員・児童委員については、
区長会議福祉・健康部会におい
て、各区が主体となって各区民生
委員・児童委員協議会と連携して
実施する、身近な地域での広報啓
発や地域の実情把握、委員活動の
支援の内容を共有する。また、年
齢要件については、局と関係団体
等との協議の状況などを把握し、
進捗管理を行うとともに、各区の
意見を踏まえて、必要に応じて見
直しに反映させる。（通年） 

・全区において、委嘱する市民の方
に委嘱の趣旨・目的をしっかり理
解していただくための取組を進
めるとともに、一人に多くの委嘱
をすることがないよう配慮する。
（通年） 

⑥補助金についての理解促進 
・地域住民への地域活動協議会への
理解を促進するためには、まずは職
員の補助金に対する理解度を高め
る必要があることから、地域を担当
する全職員にｅラーニングを実施
した。 

・地域活動協議会補助金説明会や各
地域活動協議会の会議の場等で、補
助金の趣旨について説明を行い、理
解促進を図った。 

・補助金の考え方についてリーフレ
ットを作成したり、地域活動協議会
向け運営マニュアルに記載するな
ど、より理解が進むような取組を行
った。 

 

・さらに理解が深ま
るよう工夫する必
要がある。 

・地域活動協議会構
成団体全体及び団
体メンバーの理解
促進を図る必要が
ある。 

・役員交代等により
理解がされにくい
場合もあるので、
説明を継続的に行
う必要がある。 

・各区が取組の進捗状況・目標達成
状況に応じて必要な対策を検討
する際に活用できるよう、区長会
議安全・環境・防災部会において、
各区の取組内容を共有する。 
（通年） 

・29 年度のｅラーニングの結果を
分析し、引き続き、地域活動協議
会補助金に対する理解度を高め
るため、地域を担当する全職員に
ｅラーニングを実施する。（上期） 

・全区において、引き続き、地域活
動協議会補助金説明会や各地域
活動協議会の会議の場等で、補助
金の趣旨について説明する。 
（通年） 

・新役員等を中心に、理解促進を図
るための説明会等を開催する。
（通年） 

・一部の区では、「地域カルテ」ワー
クショップを継続的に実施し、理
解促進を図る。（通年） 

⑦活動の目的の再確認 
・全区において、各団体に対して活動
が形骸化することのないよう、地域
活動協議会会長会、役員会、補助金
説明会、勉強会等で、活動目的を改
めて確認する機会を設けた。 

・各種団体との意見交換の場を通じ
て、活動目的の確認を行った。 

・一部の区では、地域活動協議会の趣

・さらに理解が深ま
るよう工夫する必
要がある。 

・地域活動協議会構
成団体全体及び団
体メンバーの理解
促進を図る必要が
ある。 

・役員交代等により

・各区が取組の進捗状況・目標達成
状況に応じて必要な対策を検討
する際に活用できるよう、区長会
議安全・環境・防災部会において、
各区の取組内容を共有する。（通
年） 

・全区において、引き続き、地域活
動協議会補助金説明会や各地域
活動協議会の会議の場等で、活動
目的を改めて確認する機会を設
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29 年度の主な取組実績 課題 
30 年度の取組内容 

（課題に対する対応） 
旨を生かして、構成団体がそれぞれ
の活動目的に沿って互いに連携す
ることで課題解決につながる事例
等を紹介する情報交換の機会を設
けた。 

・一部の区では、補助金申請書の様式
を変更することで活動目的を認識
されやすくした。 

 

理解がされにくい
場合もあるので、
説明を継続的に行
う必要がある。 

 

ける。（通年） 
・新役員等を中心に、活動目的を改
めて確認する機会を設ける。（通
年） 

・一部の区では、「地域カルテ」のワ
ークショップを継続的に実施し、
活動目的を改めて確認する機会
とする。（通年） 

⑧市民活動総合ポータルサイトの充実 
・区役所相談窓口等行政の窓口にお
いて、市民活動総合ポータルサイト
の案内を行い、活用を促した。 

・全区において、地域活動協議会や各
種団体の会議やイベントの場、ホー
ムページ、ＳＮＳ（フェイスブック、
ツイッターなど）、広報紙・掲示板
等の多様な媒体を活用して、市民活
動総合ポータルサイトの紹介を行
うとともに、各団体の登録と積極的
な活用を促した。 

・地域活動協議会に対して、地域活動
協議会向け登録の手引き等を活用
し、市民活動総合ポータルサイトの
意義や活用方法を説明し、活用・登
録を促した。 

 

 

・市民活動総合ポー
タルサイトへの登
録が進んでおら
ず、登録の意義等
を丁寧に説明する
必要がある。 

・地域では、ＩＣＴ
活用への関心が低
く、運用面での負
担感もある。 

・市民活動総合ポー
タルサイトの有益
性に対する理解が
深まるよう工夫す
る必要がある。 

・引き続き、区役所相談窓口等行政
の窓口において、市民活動総合ポ
ータルサイトの案内を行い、活用
を促す。（通年） 

・引き続き、全区において、地域活
動協議会や各種団体の会議やイ
ベントの場、区役所ホームページ
や広報紙等を通じて、市民活動総
合ポータルサイトの紹介を行う
とともに、各団体の登録と積極的
な活用を促す。（通年） 

・まちづくりセンターの活用や意見
交換の場などで運用面の負担感
が比較的少ない状況を説明し、市
民活動総合ポータルサイトを紹
介する。（通年） 

・様々な機会を捉え、市民活動総合
ポータルサイトの有益性につい
て説明するとともに、積極的な活
用と登録を促す。（通年） 

・一部の区では、地域のイベント実
施の告知及び成果・報告を、市民
活動ポータルサイトに掲載し、つ
ながりの端緒、機会を広げる。 
（通年） 

⑨活動への参加促進 
・ホームページ、ＳＮＳ（フェイスブ
ック、ツイッターなど）や広報紙・
掲示板等の多様な媒体やイベント
の場を活用して、気軽に参加できる
活動を紹介し、参加を呼びかけた。 

・事例の共有や取組内容に関する情
報発信を行った。 

・各団体に対し、短時間や短期間だけ
活動に参加できるなど、誰もが気軽
に活動に参加できるための仕組み
や工夫に関する情報を提供した。 

・一部の区では、多様な主体が集まる
交流会を開催し、地域活動への参加
を呼びかけた。 

・一部の区では、地域活動協議会会長
会において、効果的なボランティア
募集の事例紹介や募集時の注意点
などを説明した。 

 
 

・誰もが気軽に活動
に参加できるため
の仕組みや工夫に
ついての助言・支
援を継続する必要
がある。 

 

 

・各区が取組の進捗状況・目標達成
状況に応じて必要な対策を検討
する際に活用できるよう、区長会
議安全・環境・防災部会において、
各区の取組内容を共有する。 
（通年） 

・引き続き、誰もが気軽に参加でき
る活動情報等を、区のホームペー
ジ、ＳＮＳ、広報紙等の各種広報
媒体を活用して紹介する。（通年） 

・誰もが気軽に参加（短時間や短期
間だけ活動に参加）できるための
仕組みや工夫に関する情報を提
供するなどの支援を行う。（通年） 

・一部の区では、好事例を共有し各
地域での参考にしてもらうとと
もに、情報交換を行える場を設定
する。（通年） 

・一部の区では、引き続き、地域活
動協議会会長会、地域活動協議会
運営委員会などで、効果的なボラ
ンティア募集方法の事例紹介や
募集する際の注意点を周知する。
（通年） 
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柱1-Ⅱ-イ 地域を限定しない活動の活性化（テーマ型団体） 

 

目標の達成状況  

目標 29 年度実績 
29 年度 
目標 

の評価 

30 年度以降の目標 
（設定・変更等） 

各区の市民活動支
援情報提供窓口へ
の問合せ件数 

29 年度 
各区における窓口
の設置 
 
30 年度 
29 年度の窓口への
問合せ件数（平年度
化したもの）の 10％
増 
 
31 年度 
30 年度の窓口への
問合せ件数の 10％
増 

24 区中 24 区で市民活動支援情報
提供窓口を設置した。 

 

【参考：29 年度実績】 
「市民活動支援情報提供窓口へ
の問合せ件数（平年度化したも
の）」 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

達成  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（理由） 
基とする 29 年度実績が確定し
たため、30 年度以降の目標を設
定する。 
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中央区

西区

港区

大正区

天王寺区

浪速区

西淀川区

淀川区

東淀川区

東成区

生野区

旭区

城東区

鶴見区

阿倍野区

住之江区

住吉区

東住吉区

平野区

西成区

4件
6件

3件
1件

3件
7件

13件
1件

8件
2件

1件
7件

24件
10件

3件
3件

6件
8件

3件
3件
3件

1件
1件

3件

0件 30件

北区
都島区
福島区
此花区
中央区

西区
港区

大正区
天王寺区

浪速区
西淀川区

淀川区
東淀川区

東成区
生野区

旭区
城東区
鶴見区

阿倍野区
住之江区

住吉区
東住吉区

平野区
西成区

30年度目標【件数】

5件
7件

4件
2件

4件
8件

15件
2件

9件
3件

2件
8件

27件
11件

4件
5件

7件
9件

4件
4件
4件

2件
2件

4件

0件 30件

北区
都島区
福島区
此花区
中央区
西区
港区

大正区
天王寺区

浪速区
西淀川区

淀川区
東淀川区

東成区
生野区
旭区

城東区
鶴見区

阿倍野区
住之江区

住吉区
東住吉区

平野区
西成区

31年度目標【件数】

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 



63 
 

 

取組の実施状況 

29 年度の主な取組実績 課題 
30 年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①各区におけるテーマ型団体への支援窓口

の設置 

・全区において、テーマ型団体も対象と
した市民活動に関する相談窓口を設置
した。 

 

 

・窓口の存在の認知
度が低く、認知度
を高めるために積
極的な広報を行う
必要がある。 

・今まで接点の少な
かったテーマ型団
体とのつながりを
作る必要がある。 

・認知度向上のため、区ホームペー
ジやＳＮＳ、各種イベントの場
などを活用し周知を行う。（通
年） 

・テーマ型団体に対して、市民活動
総合ポータルサイトを活用した
支援メニューなど情報の提供を
行う。（通年） 

・一部の区では、多様な活動主体間
の交流の場への参画などによ
り、テーマ型団体とのつながり
づくりに取り組む。（通年） 

②ＩＣＴ利活用による市民協働のきっかけ

づくり（Ⅱ-アの取組④の再掲） 

・区ホームページやＳＮＳを活用し、今
まで参加につながらなかった世代に向
け、地域活動情報・団体情報の発信や、
対話を進める取組を行った。 

・一部の区では、ＩＣＴを活用して地域
課題解決に取り組む CivicTech 活動の
情報発信を行った。 

 

 

・地域活動への参加
を呼びかけるた
め、情報発信にＳ
ＮＳなどのＩＣＴ
を活用する必要が
ある。 

・29年度に実施予定
だった CivicTech
活動の情報提供に
ついて、一部実施
に至らなかった。 

・ＳＮＳなどのＩＣＴを活用して、
区主催のイベント等の情報や、
地域活動・地域団体等の情報を
発信し、活動への参加を呼びか
ける。（通年） 

・一部の区では、CivicTech 活動の
情報発信や提供を行う。（通年） 

・各区が取組の進捗状況・目標達成
状況に応じて必要な対策を検討
する際に活用できるよう、
CivicTech 活動などの情報発信
に関する各区における取組を把
握し、区長会議安全・環境・防災
部会において、各区の取組内容
を共有する。（３月） 

 

 

  

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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柱 1-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

① 活動の活性化に向けた支援 

 

目標の達成状況  

目標 29 年度実績 
29 年度 
目標 
の評価 

30 年度以降の目標 
（設定・変更等） 

①地域活動協議
会の構成団体
が、自分の地域
に即した支援
を受けること
ができている
と感じた割合 

29 年度 80％ 
 
30 年度 
各区において前
年度以上の比率
をめざす 
 
31 年度 
各区において前
年度以上の比率
をめざす 

24 区中 16 区で目標値を上回っ
た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未達成 

西区、西淀
川区、東淀
川区、生野
区、旭区、
城東区、住
吉区、東住
吉区の８区
が未達成 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（理由） 
基とする 29 年度実績が確定し
たため、30 年度以降の目標を設
定する。 

90.1%

80.5%

93.8%

92.3%

91.5%

69.9%

89.0%

82.9%

83.1%

85.2%

59.5%

84.9%

64.7%

84.3%

75.9%

62.6%

63.1%

81.3%

81.4%

86.0%

78.9%

42.2%

81.7%

89.2%

0.0% 100.0%

北区

都島区

福島区

此花区

中央区

西区

港区

大正区

天王寺区

浪速区

西淀川区

淀川区

東淀川区

東成区

生野区

旭区

城東区

鶴見区

阿倍野区

住之江区

住吉区

東住吉区

平野区

西成区

【目標値８０％】

91.0%
81.0%

94.0%
94.0%
93.0%

80.0%
90.0%

83.0%
84.0%
86.0%

80.0%
87.0%

72.0%
85.0%

80.0%
80.0%
80.0%
82.0%
85.0%
88.0%

80.0%
80.0%
82.0%

90.0%

0.0% 100.0%

北区
都島区
福島区
此花区
中央区

西区
港区

大正区
天王寺区
浪速区

西淀川区
淀川区

東淀川区
東成区
生野区

旭区
城東区
鶴見区

阿倍野区
住之江区
住吉区

東住吉区
平野区
西成区

30年度目標

92.0%
82.0%

95.0%
95.0%
95.0%

81.0%
91.0%

84.0%
85.0%
87.0%

81.0%
89.0%

80.0%
86.0%

83.0%
83.0%
82.0%
85.0%
88.0%
90.0%

85.0%
81.0%
83.0%

91.0%

0.0% 100.0%

北区
都島区
福島区
此花区
中央区

西区
港区

大正区
天王寺区
浪速区

西淀川区
淀川区

東淀川区
東成区
生野区

旭区
城東区
鶴見区

阿倍野区
住之江区
住吉区

東住吉区
平野区
西成区

31年度目標

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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目標 29 年度実績 
29 年度 
目標 
の評価 

30 年度以降の目標 
（設定・変更等） 

②地域活動協議会を 
知っている区民の割
合 

29 年度 30％ 
30 年度 35％ 
31 年度 40％ 
 
（28 年度実績 15.9％） 

24 区中 24 区で目標値を下回っ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未達成 

全区が 
未達成 

変更なし 
 
（理由） 
29 年度目標には到達して

いないが、各区において

30 年度の目標達成に向け

て引き続き取り組んでい

くため。 

 

  

18.1%

19.0%

16.9%

18.8%

14.4%

17.9%

24.4%

19.1%

16.2%

12.4%

21.4%

21.2%

23.4%

24.4%

20.4%

19.7%

22.4%

25.5%

18.0%
23.3%

19.3%

20.4%

21.4%

17.1%

0.0% 100.0%

北区

都島区

福島区

此花区

中央区

西区

港区

大正区

天王寺区

浪速区

西淀川区

淀川区

東淀川区

東成区

生野区

旭区

城東区

鶴見区

阿倍野区

住之江区

住吉区

東住吉区

平野区

西成区

【目標値３０％】
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目標 29 年度実績 
29 年度
目標 

の評価 

30 年度以降の目標 
（設定・変更等） 

③地域活動協議会
の構成団体が、地
域活動協議会に
求められている
準行政的機能を
認識している割
合 

29 年度 80％ 
 
30 年度 
各区において前年
度以上の比率をめ
ざす 
 
31 年度 
各区において前年
度以上の比率をめ
ざす 

24 区中３区で目標値を上回った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未達成 

都島区、
中央区、
東成区の
３区が達
成 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（理由） 
基とする 29 年度実績が確定
したため、30 年度以降の目標
を設定する。 

 

  

67.5%

80.9%

48.6%

58.2%

95.1%

59.1%

75.9%

58.3%

61.5%

62.8%

42.6%

56.5%

68.9%

87.6%

55.4%

37.9%

44.3%

55.3%

65.0%

53.9%

54.4%

39.5%

62.0%

51.3%

0.0% 100.0%

北区

都島区

福島区

此花区

中央区

西区

港区

大正区

天王寺区

浪速区

西淀川区

淀川区

東淀川区

東成区

生野区

旭区

城東区

鶴見区

阿倍野区

住之江区

住吉区

東住吉区

平野区

西成区

【目標値８０％】
80.0%
81.0%
80.0%
80.0%

96.0%
80.0%
80.0%

70.0%
80.0%
80.0%
80.0%
80.0%

75.0%
88.0%

65.0%
80.0%
80.0%

60.0%
80.0%
80.0%
80.0%
80.0%
80.0%

65.0%

0.0% 100.0%

北区
都島区
福島区
此花区
中央区

西区
港区

大正区
天王寺区

浪速区
西淀川区

淀川区
東淀川区

東成区
生野区

旭区
城東区
鶴見区

阿倍野区
住之江区

住吉区
東住吉区

平野区
西成区

30年度目標

81.0%
82.0%
81.0%
81.0%

97.0%
81.0%
81.0%
80.0%
81.0%
81.0%
81.0%
81.0%
80.0%

89.0%
80.0%
83.0%
82.0%
80.0%
83.0%
82.0%
85.0%

81.0%
83.0%

80.0%

0.0% 100.0%

北区
都島区
福島区
此花区
中央区

西区
港区

大正区
天王寺区
浪速区

西淀川区
淀川区

東淀川区
東成区
生野区

旭区
城東区
鶴見区

阿倍野区
住之江区
住吉区

東住吉区
平野区
西成区

31年度目標
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取組の実施状況 

29 年度の主な取組実績 課題 
30 年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①地域実情に応じたきめ細かな支援 

・全区において、地域ごとに地域特性や地
域課題、地域活動協議会の活動状況や
運営上の課題などについて客観化・明
確化するための「地域カルテ」の作成を
支援した。 

・各地域における「地域カルテ」の作成を
支援するため、区長会議において、地域
カルテのひな形を作成するとともに、
職員のスキルアップのため、「地域カル
テのつくり方等」に関する職員研修を
実施し、24 区で研修資料を共有した。 

・各地域で課題についての意見交換を実
施して地域と行政で情報共有し、「地域
カルテ」を作成した。 

・各区のまちづくりセンターの支援内容
を収集し、全区で共有するとともに、ホ
ームページへ掲載した。 

・区を越えた地域活動協議会の事例共有
や連携促進のため、区長会議と市民局
が連携し、全地域活動協議会を対象と
した「地活協まちづくりフォーラム」を
試行的に開催した。 

・作成した「地域カ
ルテ」の充実をさ
せるとともに「地
域カルテ」を活用
し、地域課題に即
した支援を行う
必要がある。 

・一部の区では、「地
域カルテ」作成の
支援を行ったも
のの、作成には至
らなかった。 

・「地活協まちづく
りフォーラム」の
検証を行う必要
がある。 

・各区が取組の進捗状況・目標達
成状況に応じて必要な対策を
検討する際に活用できるよ
う、区長会議安全・環境・防災
部会において、各区の取組内
容を共有する。（通年） 

・地域ニーズの把握により「地域
カルテ」を充実させるととも
に、「地域カルテ」を活用し、
地域課題に即した支援を行
う。（通年） 

・地域状況や課題を共有し、地域
活動協議会が必要とする支援
につなげる。（通年） 

・一部の区では、各地域担当間、
各課を横断した情報共有及び
課題解決方策の検討を行うた
めの会議を開催する。（通年） 

・区を越えた地域活動協議会の
事例共有や連携促進のための
交流の場について、区長会議
のもと実施方法等を検証し、
必要に応じて開催する。（通
年） 

②地域活動協議会の認知度向上に向けた 

支援 

・ホームページ、ＳＮＳ（フェイスブック、
ツイッターなど）や広報紙・掲示板、地
域活動紹介したリーフレット等の多様
な媒体を活用して、地域活動の紹介を
行った。 

・区役所１階などに地域情報の専用コー
ナーを設置し、周知を行った。 

・転入者、若い世代、マンション住民など
地域活動協議会の活動への参加が少な
い層を対象に、機会を捉えて地域活動
の紹介を行った。 

・地域が自発的に情報発信できるように
ホームページ開設等を進めるなど、各
地域の広報活動の支援を行った。 

・課題の抽出を行い「地域カルテ」に反映
し支援を実施した。 

・認知度向上の取組の参考とするため、各
区が実施している認知度向上の取組を
収集し、庁内ポータル等を通じて共有
した。 

 

・地域活動協議会の
認知度を高める
ため、より様々な
手法により広報
を行う必要があ
る。 

・マンションに住む
単身世帯など、そ
もそも地域活動
に関心が薄い住
民が一定数いる
ため、効果的な広
報活動を検討す
る必要がある。 

・各区が取組の進捗状況・目標達
成状況に応じて必要な対策を
検討する際に活用できるよ
う、区長会議安全・環境・防災
部会において、各区の取組内
容を共有する。（通年） 

・区のホームページやＳＮＳを
はじめ、広報紙や地域活動紹
介したリーフレットなど、
様々な広報媒体を通じて、地
域活動の紹介を行う。（通年） 

・課題を抽出して「地域カルテ」
を更新し、支援していく。（通
年） 

・転入者への転入時の案内など
の機会を捉えて、地域活動へ
の参加を呼びかける。（通年） 

・小学校前の掲示板で地域活動
協議会の取組を紹介する。（通
年） 

・マンション住民を対象に、防災
講座の開催をはじめ、防災の
ワークショップ運営や防災マ
ニュアルの策定を支援するこ
とで、マンション内の住民交
流を促進し、コミュニティ形
成へと誘導するとともに、地
域活動協議会を紹介する。（通
年） 

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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29 年度の主な取組実績 課題 
30 年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

③地域活動協議会に期待する準行政的機能

の趣旨についての理解度向上 

・区長会議において、職員の理解度を高め
るためのｅラーニング資料の作成とそ
の実施方法を確定した。 

・全区において、地域を担当する職員が、
地域活動協議会に期待する準行政的機
能の理解度を高めるためのｅラーニン
グを実施した。 

・地域担当職員で、情報交換・意見交換等
を行う会議を実施することで、課内連
携を強化し、職員の理解度を高めた。 

・地域活動協議会補助金説明会や、各地域
活動協議会の会議の場等で、準行政的
機能の趣旨について説明を行い、理解
促進を図った。 

・周知用リーフレットを作成したり、地域
活動協議会向け運営マニュアルに記載
するなど、より理解が進むような取組
を行った。 

・ホームページ、ＳＮＳ（フェイスブック、
ツイッターなど）や広報紙・掲示板等の
多様な媒体を活用して、地域活動協議
会の役割について情報発信を行った。 

 

・区役所職員の理解
の徹底を行う必
要がある。 

・地域活動協議会の
役員のみならず、
構成団体におい
ても理解度の向
上を図る必要が
ある。 

・準行政的機能を認
識している割合
を高めるため、地
域がより理解し
やすい説明を行
う必要がある。 

・各区が取組の進捗状況・目標達
成状況に応じて必要な対策を
検討する際に活用できるよ
う、区長会議安全・環境・防災
部会において、各区の取組内
容を共有する。（通年） 

・29 年度のｅラーニングの結果
を分析し、理解度が低かった
項目を中心に資料を作成し、
理解を深める。（上期） 

・地域を担当する職員全員が、ｅ
ラーニングを受講する。（上
期） 

・地域事業や地域活動協議会意
見交換会などの機会を活用
し、役員をはじめ地域住民の
理解が深まるよう、説明を行
う。（通年） 

・準行政的機能の理解促進を図
るためのチラシやリーフレッ
トを作成し、周知を行う。（通
年） 

・ホームページ、ＳＮＳ（フェイ
スブック、ツイッターなど）や
広報紙・掲示板等の多様な媒
体を活用して、地域活動協議
会の役割について情報発信を
行う。（通年） 

 

  



69 
 

柱 1-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

② 総意形成機能の充実 

 

目標の達成状況  

目標 29 年度実績 
29 年度
目標 

の評価 

30 年度以降の目標 
（設定・変更等） 

総意形成機能を認
識している地域活
動協議会の構成団
体の割合 

29 年度 
各地域活動協議会
からの推薦を受け
た区政会議の委員
を選定している区
の数 20 区（28 年度
実績 17 区） 
 
30 年度 
各区において、総意
形成機能を認識し
ている団体の割合
について前年度以
上の比率をめざす 
 
31 年度 
各区において、総意
形成機能を認識し
ている団体の割合
について前年度以
上の比率をめざす 

各地域活動協議会からの推薦を
受けた区政会議の委員を選定し
ている区の数 24 区 

【参考：29 年度実績】 
「総意形成機能を認識している
団体の割合」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

達成  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（理由） 
基とする 29 年度実績が確定し
たため、30 年度以降の目標を設
定する。 

 

66.7%

70.9%

47.2%

53.1%

55.7%

60.1%

77.5%

60.0%

53.9%

71.7%

37.4%

58.9%

64.8%

79.3%

55.8%

36.0%

48.0%

52.0%

63.1%

59.6%

59.1%

39.5%

62.9%

55.8%

0.0% 100.0%

北区

都島区

福島区

此花区

中央区

西区

港区

大正区

天王寺区

浪速区

西淀川区

淀川区

東淀川区

東成区

生野区

旭区

城東区

鶴見区

阿倍野区

住之江区

住吉区

東住吉区

平野区

西成区

67.0%
71.0%

48.0%
57.0%
60.0%

80.0%
78.0%

61.0%
57.0%

72.0%
70.0%

60.0%
68.0%

80.0%
56.0%

50.0%
55.0%
55.0%

65.0%
65.0%

80.0%
50.0%

63.0%
57.0%

0.0% 100.0%

北区
都島区
福島区
此花区
中央区

西区
港区

大正区
天王寺区

浪速区
西淀川区

淀川区
東淀川区

東成区
生野区

旭区
城東区
鶴見区

阿倍野区
住之江区

住吉区
東住吉区

平野区
西成区

30年度目標

68.0%
72.0%

49.0%
60.0%
65.0%

81.0%
79.0%

62.0%
60.0%

73.0%
71.0%

62.0%
71.0%

81.0%
57.0%
60.0%
60.0%
60.0%

68.0%
68.0%

85.0%
60.0%
64.0%

58.0%

0.0% 100.0%

北区
都島区
福島区
此花区
中央区

西区
港区

大正区
天王寺区

浪速区
西淀川区

淀川区
東淀川区

東成区
生野区

旭区
城東区
鶴見区

阿倍野区
住之江区

住吉区
東住吉区

平野区
西成区

31年度目標

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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取組の実施状況 

29 年度の主な取組実績 課題 
30 年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①地域活動協議会の認知度向上に向けた支援
（Ⅲ-ア-①の取組②の再掲） 

・ホームページ、ＳＮＳ（フェイスブック、
ツイッターなど）や広報紙・掲示板、地域
活動紹介したリーフレット等の多様な媒
体を活用して、地域活動の紹介を行った。 

・区役所１階などに地域情報の専用コーナ
ーを設置し、周知を行った。 

・転入者、若い世代、マンション住民など地
域活動協議会の活動への参加が少ない層
を対象に、機会を捉えて地域活動の紹介
を行った。 

・地域が自発的に情報発信できるようにホ
ームページ開設等を進めるなど、各地域
の広報活動の支援を行った。 

・課題の抽出を行い「地域カルテ」に反映し
支援を実施した。 

・認知度向上の取組の参考とするため、各区
が実施している認知度向上の取組を収集
し、庁内ポータル等を通じて共有した。 

・地域活動協議会
の認知度を高
めるため、より
様々な手法に
より広報を行
う必要がある。 

・マンションに住
む単身世帯な
ど、そもそも地
域活動に関心
が薄い住民が
一定数いるた
め、効果的な広
報活動を検討
する必要があ
る。 

・区のホームページやＳＮＳをは
じめ、広報紙や地域活動紹介し
たリーフレットなど、様々な広
報媒体を通じて、地域活動の紹
介を行う。（通年） 

・課題を抽出して「地域カルテ」を
更新し、支援していく。（通年） 

・転入者への転入時の案内などの
機会を捉えて、地域活動への参
加を呼びかける。（通年） 

・小学校前の掲示板で地域活動協
議会の取組を紹介する。（通年） 

・マンション住民を対象に、防災
講座の開催をはじめ、防災のワ
ークショップ運営や防災マニュ
アルの策定を支援することで、
マンション内の住民交流を促進
し、コミュニティ形成へと誘導
するとともに、地域活動協議会
を紹介する。（通年） 

②地域活動協議会に期待する総意形成機能の
趣旨についての理解度向上 

・区長会議において、職員の理解度を高める
ためのｅラーニング資料の作成とその実
施方法を確定した。 

・全区において、地域を担当する職員が、地
域活動協議会に期待する総意形成機能の
理解度を高めるためのｅラーニングを実
施した。 

・地域担当職員で、情報交換・意見交換等を
行う会議を実施することで、課内連携を
強化し、職員の理解度を高めた。 

・地域活動協議会補助金説明会や、各地域活
動協議会の会議の場等で、総意形成機能
の趣旨について説明を行い、理解促進を
図った。 

・周知用リーフレットを作成したり、地域活
動協議会向け運営マニュアルに記載する
など、より理解が進むような取組を行っ
た。 

・ホームページ、ＳＮＳ（フェイスブック、
ツイッターなど）や広報紙・掲示板等の多
様な媒体を活用して、地域活動協議会の
役割について情報発信を行った。 

・区役所職員の理
解の徹底を行
う必要がある。 

・地域活動協議会
の役員のみな
らず、構成団体
においても理
解度の向上を
図る必要があ
る。 

・総意形成機能を
認識している
割合を高める
ため、地域がよ
り理解しやす
い説明を行う
必要がある。 

・29 年度のｅラーニングの結果を
分析し、理解度が低かった項目
を中心に資料を作成し、理解を
深める。（上期） 

・地域を担当する職員全員が、 
ｅラーニングを受講する。（上
期） 

・地域事業や地域活動協議会意見
交換会などの機会を活用し、役
員をはじめ地域住民の理解が深
まるよう、説明を行う。（通年） 

・総意形成機能の理解促進を図る
ためのチラシやリーフレットを
作成し、周知を行う。（通年） 

・ホームページ、ＳＮＳ（フェイス
ブック、ツイッターなど）や広報
紙・掲示板等の多様な媒体を活
用して、地域活動協議会の役割
について情報発信を行う。（通
年） 

 

③総意形成機能を発揮するために備えておく
べき要件の確認など 

・地域活動協議会において総意形成機能を
発揮するために備えておくべき要件を満
たしているか、定期的に確認を実施した。 

・具体的には、各地域活動協議会の運営委員
会等へ出席した際や補助金申請時に確認
を行った。また、規約、活動状況、運営委
員会の運営方法や議事録により確認を行
った。 

 

 

・地域の総意形成
機能について
の理解度が低
い。 

・役員の交代等に
より、理解の相
違が生じるこ
とのないよう
対応する必要
がある。 

・地域活動協議会
が意思決定し
た内容を、地域
住民に説明す
るための支援
を行う必要が
ある。 

・地域活動協議会運営委員会など
において、要件を満たしている
かの確認を定期的に行うととも
に、必要に応じて助言・指導を行
う。（通年） 

・各地域活動協議会役員会や運営
委員会、地域活動協議会会長会
や補助金説明会等の機会を通じ
て周知徹底を図る。（通年） 

・地域活動協議会が意思決定した
内容・経緯等について、地域活動
協議会の広報紙・ホームページ、
市民活動ポータルサイトなどで
公開できるよう、中間支援組織
と連携し支援を行う。（通年） 

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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柱1-Ⅲ-イ 多様な主体のネットワーク拡充への支援 

 

目標の達成状況  

目標 29 年度実績 
29 年度 
目標 

の評価 

30 年度以降の目標 
（設定・変更等） 

各区において、新たに
地域活動協議会と 
ＮＰＯ及び企業等と
が連携した取組を行
った件数 

29 年度 各区５件 
30 年度 各区５件 
31 年度 各区５件 

24区中 21区で目標値を上回った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未達成 

西区、城東
区、西成区
の３区が未
達成 

変更なし 
 
（理由） 
29 年度目標には到達し
ていないが、各区におい
て 30 年度の目標達成に
向けて引き続き取り組
んでいくため。 
 

 

  

16件

13件

10件

7件

8件

0件

8件

5件

5件

5件

5件

11件

5件

9件

7件

5件

2件

8件

5件

5件

6件

9件

5件

1件

北区

都島区

福島区

此花区

中央区

西区

港区

大正区

天王寺区

浪速区

西淀川区

淀川区

東淀川区

東成区

生野区

旭区

城東区

鶴見区

阿倍野区

住之江区

住吉区

東住吉区

平野区

西成区

【目標値５件】

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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取組の実施状況 

29 年度の主な取組実績 課題 
30 年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①様々な活動主体の情報収集 

・市民活動に役立つ資源情報を発掘、収集
し、ポータルサイトに掲載した。（901
件） 

・区役所では、地域活動協議会連絡会議や
交流会等でポータルサイトの周知を行
うほか、他団体が主催するイベント等
や連携企業の広報媒体等でも周知し
た。 

・一部の区では、全地域活動協議会をポー
タルサイトに登録した。 

・ポータルサイトの
効果的な活用方
法や利点を周知
する必要がある。 

・認知度が低い。 

・引き続き、地域活動協議会連絡
会議や交流会等でポータルサ
イトの掲載状況の提供や、活
用方法などの周知を行う。（通
年） 

・一部の区では、イベントの実施
報告のポータルサイト掲載
や、区事業のポータルサイト
登録などの情報発信を行う。
（通年） 

②企業等とのネットワークの積極的な活用 
・年２回、企業等との連携状況を収集、集

約し、ホームページ及び庁内ポータル
にて掲載するとともに、各所属に案内
した。 

・連携による効果等
が各所属に十分
に伝わっていな
い。 

・連携企業等がもつネットワー
クやリソースなどの強みを分
析、整理し、庁内ポータルに掲
載する。（通年） 

③交流やコーディネートの場づくりなど 

・多様な活動主体間の交流やコーディネ
ートの場を提供した。 

・一部の区では、さまざまなツールを用い
た支援情報の提供や、「交流の場」情報
の収集、情報発信を行った。 

・一部の区では、地域活動、地域貢献をし
ている方、これから活動したい方の連
携を促進するためのネットワークを立
ち上げた。 

・多様な活動主体間
のつながりづく
りに取り組む必
要がある。 

 

・地域活動協議会、企業、ＮＰＯ
とを結びつけられるよう、取
組事例の紹介を行うととも
に、多様な活動主体間の交流
の場やコーディネートの場、
区で立ち上げたネットワーク
を活用し、連携を促進する。
（通年） 

・一部の区では、区に設置した 
市民活動相談窓口を活用し、
多様な活動主体間のコーディ
ネートを行う。（通年） 

④地縁型団体への情報提供など 

・地域活動連絡会議や、交流の場、区広報
紙や区ＳＮＳの活用などにより、各地
域の取組事例、連携協働のメリットな
どを情報提供、発信した。 

 

 

・地域活動協議会
等、地域のニーズ
を把握する必要
がある。 

・連携協働のメリッ
トが伝えきれて
いない。 

 

・地域のニーズや課題に適した
活動が行えるよう、市民活動
総合ポータルサイトなどで、
連携事例や適切な支援メニュ
ーの情報提供を行う。（通年） 

・より連携協働のメリットが活
かせる情報を収集及び提供す
るため、地域ニーズの把握を
行うほか、具体的な取組事例
の報告や情報交換の活性化を
図る。（通年） 

・各区が取組の進捗状況・目標達
成状況に応じて必要な対策を
検討する際に活用できるよ
う、各区における様々な活動
主体間の連携に基づく取組を
把握し、区長会議安全・環境・
防災部会において、各区の取
組内容を共有する。（３月） 

 

  

※②を除く各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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柱1-Ⅳ-ア 市民活動に役立つ情報の収集・提供 

 

目標の達成状況  

目標 29 年度実績 
29 年度 
目標 
の評価 

30 年度以降の目標 
（設定・変更等） 

①支援メニューを今後の活動に役立
てられたと感じた利用者の割合 

29 年度 80％ 

30 年度 
前年度以上の比率をめざす 
31 年度 
前年度以上の比率をめざす 

91.5％ 
 
 
 
 
 

達成 30 年度 92％ 
31 年度 93％ 
 
（理由） 
基とする 29 年度実績が
確定したため、30 年度以
降の目標を設定する。 

②市民活動総合ポータルサイトに利
用登録する団体が掲載情報を活用
した割合 

29 年度 30％ 
30 年度 40％ 
31 年度 50％ 
 
（28 年度実績 21.3％） 

40.7％ 
 
 

達成 30 年度 45％ 
31 年度 50％ 
 
（理由） 
29 年度実績が 30 年度実
績を上回ったため、30 年
度目標を上方修正する。 

 

取組の実施状況 

29 年度の主な取組実績 課題 
30 年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①市民活動支援メニューの充実 

・市民活動総合相談窓口の運営、交流の場
の開催、地域公共人材の派遣、ＣＢ講
座、市民活動推進助成金の交付など、
様々な支援メニューを実施した。 

・交流の場の開催においては、参加者ニー
ズを反映し、「地活協まちづくりフォー
ラム」との合同開催とした。 

 

 

 

・認知度が低い。 
・交流の場の開催が
一過性であった
ため、継続的な交
流や担い手相互
の連携の拡充に
つながりにくい。 

 

・広く市民に市民活動総合支援
事業等をＰＲするため、わか
りやすい印象の資料を作成す
る。（５月） 

・交流の場が一過性に終わらな
いよう、継続的な交流の場と
なるプラットフォームを構築
する。（６月） 

・より広域的に新たな連携協働
の取組がうまれるよう、プラ
ットフォームの場を活用し、
担い手同士のつながりを作
る。（通年） 

②「市民活動総合ポータルサイト」の活用
促進による情報提供の充実 

・団体登録の負担軽減の観点から、事務手
続きの簡略化を行い、地域活動協議会、
ＮＰＯ法人については添付資料の提出
を一部不要とした。 

・多くの方にポータルサイトを活用して
もらうよう、クリック募金ページをポ
ータルサイト内に設置した。 

 

 

・ポータルサイトの
認知度が低い。 

・ポータルサイトの
有用性向上。 

・区役所、まちづくりセンター職
員への理解を深めるととも
に、より効果的に周知活動が
行えるよう資料を作成する。
（５月） 

・住所を入力すると居住地の地
域活動協議会やその取組内容
が表示される機能を追加す
る。（８月） 

・個人登録機能を追加するなど、
活動へのモチベーションを高
める機能を追加する。（８月） 

・大学生ボランティア募集情報
や大学生ボランティアへの優
遇措置等を一覧で表示できる
ようにする。（８月） 
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柱1-Ⅳ-イ 地域の実態に応じたきめ細かな支援 

 

目標の達成状況  

目標 29 年度実績 
29 年度
目標 

の評価 
30 年度以降の目標 
（設定・変更等） 

①まちづくりセン 
ター等の支援を受
けた団体が支援に
満足している割合 

29 年度 75％ 
 
30 年度 
前年度以上の比率を
めざす 
 
31 年度 
前年度以上の比率を
めざす 

24 区中 16 区で目標値を上回っ
た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未達成 

西区、西
淀川区、
淀川区、
東淀川
区、生野
区、旭
区、城東
区、東住
吉区の 
８区が 
未達成 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（理由） 
基とする 29 年度実績が確定し
たため、30 年度以降の目標を設
定する。 

  
 

88.9%

81.2%

95.5%

91.9%

85.7%

63.6%

89.9%

80.3%

89.0%

76.6%

45.3%

74.8%

55.1%

84.5%

71.2%

53.3%

57.5%

80.3%

82.4%

84.6%

75.2%

43.1%

81.7%

86.3%

0.0% 100.0%

北区

都島区

福島区

此花区

中央区

西区

港区

大正区

天王寺区

浪速区

西淀川区

淀川区

東淀川区

東成区

生野区

旭区

城東区

鶴見区

阿倍野区

住之江区

住吉区

東住吉区

平野区

西成区

【目標値７５％】

89.0%
82.0%

96.0%
93.0%

88.0%
75.0%

90.0%
81.0%

90.0%
77.0%
75.0%
77.0%

65.0%
85.0%

75.0%
75.0%
75.0%

82.0%
85.0%
85.0%

80.0%
75.0%

82.0%
87.0%

0.0% 100.0%

北区
都島区
福島区
此花区
中央区
西区
港区

大正区
天王寺区

浪速区
西淀川区

淀川区
東淀川区

東成区
生野区
旭区

城東区
鶴見区

阿倍野区
住之江区

住吉区
東住吉区

平野区
西成区

30年度目標

90.0%
83.0%

97.0%
94.0%
90.0%

76.0%
91.0%

82.0%
91.0%

78.0%
76.0%
79.0%

75.0%
86.0%

78.0%
78.0%
77.0%

84.0%
88.0%
86.0%
85.0%

76.0%
83.0%
88.0%

0.0% 100.0%

北区
都島区
福島区
此花区
中央区

西区
港区

大正区
天王寺区

浪速区
西淀川区

淀川区
東淀川区

東成区
生野区

旭区
城東区
鶴見区

阿倍野区
住之江区

住吉区
東住吉区

平野区
西成区

31年度目標

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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目標 29 年度実績 
29 年度 
目標 
の評価 

30 年度以降の目標 
（設定・変更等） 

②各区において派遣
型の地域公共人材
が活用された件数 

29 年度 各区１件 
30 年度 各区１件 
31 年度 各区１件 

24 区中 15 区で目標値を上回っ
た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

未達成 

都島区、此花
区、中央区、
西淀川区、東
淀川区、鶴見
区、阿倍野
区、平野区、
西成区の９
区が未達成 

変更なし 
 
（理由） 
29 年度目標には到達し
ていないが、各区におい
て 30年度の目標達成に
向けて引き続き取り組
んでいくため。 

 
取組の実施状況 

29 年度の主な取組実績 課題 30 年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

①まちづくりセンター等による支援に
ついての評価基準の設定と支援内容
の見直し 

・区長会議において、まちづくりセン
ター等の支援について、支援を受け
た地域活動協議会の満足度や事務
運営スキル向上についての評価な
ども加味した具体的な評価基準を
設定するとともに、各区においては
評価結果をもとに自律に向けての
支援内容の見直しを行った。 

・地域の担い手へのヒアリングやア
ンケート、「地域カルテ」の活用等
により、各地域活動協議会の現状や
課題を把握・整理したうえで、地域
の実情に即した支援を行った。 

・地域毎に支援方針（計画）を定め、
地域活動協議会の自律運営に向け
た支援を促進させた。 

・新たな評価指
標「自律度」に
ついての各区
の評価のバラ
つきが見受け
られる。 

・各地域活動協
議会の課題や
成熟度、ニーズ
を把握し、それ
に応じた支援
を行う必要が
ある。 

・各区が取組の進捗状況・目標達成状
況に応じて必要な対策を検討する際
に活用できるよう、区長会議安全・
環境・防災部会において、各区の取
組内容を共有する。（通年） 

・新たな評価指標「自律度」について、
あらためて共通認識を持つ必要があ
る。（上期） 

・各区の自律度の状況を可視化したう
えで、あらためて自律度の趣旨を説
明する機会を設ける。（上期） 

・引き続き、各地域活動協議会の自律
的な運営をめざし、地域の担い手へ
のヒアリングやアンケート、「地域カ
ルテ」の活用等により各地域活動協
議会の現状や課題を把握したうえ
で、地域の実情に即した支援を行う。
（通年） 

・「地域カルテ」を活用し、各地域のニ
ーズや課題に適した支援内容の見直
しを行う。（通年） 

②派遣型地域公共人材の活用方策の 
明確化、活用促進と活用事例の共有 

・派遣型地域公共人材機能の活用方
策を明確化し、事例共有会により活
用内容の共有等を行った。 

・区役所やまちづくりセンター等の
ホームページ、ＳＮＳ（フェイスブ
ック、ツイッターなど）などの多様
な広報媒体やイベント等でのチラ
シ配布により、派遣型地域公共人材
制度の周知を行った。 

・地域活動協議会の会議で、派遣型地
域公共人材の説明を行い、活用を促
した。 

・派遣型地域公
共人材制度の
認知度が低く、
また、活用の意
図についても
浸透していな
い。 

・活用のメリッ
トや事例を共
有し、認知度及
び理解度の向
上を行う必要
がある。 

・派遣型地域公共人材の機能と活用事
例を収集・整理し、活用方策ととも
にわかりやすく情報発信する。（通
年） 

・引き続き、区役所やまちづくりセン
ター等のホームページ、ＳＮＳ（フ
ェイスブック、ツイッターなど）な
どの多様な広報媒体やイベント等で
のチラシ配布により、派遣型地域公
共人材制度の周知を行う。（通年） 

・引き続き、地域活動協議会の会議で、
派遣型地域公共人材の説明を行い、
活用を促す。（通年） 

1件
0件

1件
0件
0件

1件
1件
1件
1件
1件

0件
6件

0件
1件
1件
1件

2件
0件
0件

1件
1件
1件

0件
0件

0件 7件

北区
都島区
福島区
此花区
中央区
西区
港区

大正区
天王寺区

浪速区
西淀川区

淀川区
東淀川区

東成区
生野区
旭区

城東区
鶴見区

阿倍野区
住之江区

住吉区
東住吉区

平野区
西成区

【目標値１件】

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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柱1-Ⅳ-ウ 市民活動の持続的な実施に向けたＣＢ／ＳＢ化、社会的ビジネス化の支援 

 

目標の達成状況  

目標 29 年度実績 
29 年度 
目標 
の評価 

30 年度以降の目標 
（設定・変更等） 

各 区 が 関 与 し た 
ＣＢ/ＳＢ起業件数
及び、社会的ビジネ
ス化事業創出件数 

29年度～31年度の
３年間で各区６件 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

22 区中 12 区で目標値を上回っ
た。 

 

上段：目標、下段：実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※都島区、此花区については、 

30 年度からの目標設定 

 

未達成 

中央区、
天王寺
区、西淀
川区、旭
区、城東
区、鶴見
区、阿倍
野区、住
之江区、
東住吉
区、西成
区の 10 区
が未達成 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（理由） 
基とする 29 年度実績が確定した
ため、30 年度以降の目標を設定
する。 

 

2件
2件
2件

3件
3件

1件
2件

1件
3件

2件
2件
2件
2件

4件
0件

3件
2件

3件
2件

3件
3件
3件

2件
2件

0件 5件

北区

都島区

福島区

此花区

中央区

西区

港区

大正区

天王寺区

浪速区

西淀川区

淀川区

東淀川区

東成区

生野区

旭区

城東区

鶴見区

阿倍野区

住之江区

住吉区

東住吉区

平野区

西成区

30年度目標

2件
4件

1件
3件
3件

4件
3件

4件
3件
3件

4件
1件

3件
0件
0件

2件
4件

3件
3件
3件

2件
3件
3件

4件

0件 5件

北区
都島区
福島区
此花区
中央区

西区
港区

大正区
天王寺区

浪速区
西淀川区

淀川区
東淀川区

東成区
生野区

旭区
城東区
鶴見区

阿倍野区
住之江区

住吉区
東住吉区

平野区
西成区

31年度目標

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 

3件

2件

1件

1件

1件

1件

1件

1件

1件

2件

1件

2件

1件

2件

1件

1件

2件

1件

1件

2件

1件

1件

3件

3件

0件

1件

2件

1件

0件

1件

0件

3件

1件

4件

7件

1件

0件

0件

1件

0件

1件

0件

1件

0件

0件 10件

北区

都島区

福島区

此花区

中央区

西区

港区

大正区

天王寺区

浪速区

西淀川区

淀川区

東淀川区

東成区

生野区

旭区

城東区

鶴見区

阿倍野区

住之江区

住吉区

東住吉区

平野区

西成区

【29年度目標・実績】
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取組の実施状況 

29 年度の主な取組実績 課題 
30 年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①ＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジネス化支援 

チームの結成 

・これまで各区での実績が多いコミュニ 
ティ回収について、環境局・市民局職員
による支援チームを結成し、資料提供
や、各区役所と連携して各区・各地域向
け説明会を開催した。 

・地域活動協議会に対し、自主財源確保の
事例等に関する情報提供等を行うなど、
地域住民の関心を高め、ＣＢ/ＳＢ化、
社会的ビジネス化を支援した。 

 

 

・コミュニティ回収
以外の事業につい
ての創出支援につ
いて、検討する必
要がある。 

・地域住民に、ＣＢ/
ＳＢや本市事務事
業の社会的ビジネ
ス化についての関
心や理解を高めて
もらう必要があ
る。 

・一部の区では、コ
ミュニティ回収の
着手に向けて制度
説明等を行った
が、予定していた
取組の実施には至
らなかった。 

・各区が取組の進捗状況・目標達
成状況に応じて必要な対策を検
討する際に活用できるよう、区
長会議安全・環境・防災部会にお
いて、各区の取組内容を共有す
る。（通年） 

・各区でどのような事業が検討で
きるかを調査し、その事業に関
する市内外の事例を情報収集す
るなど、関係局や実施区と連携
して進める。（通年） 

・ＣＢ等に関する職員の理解を深
めるために、職員を対象とする
研修や説明会を実施する。（通
年） 

・他区や他都市の成功事例等の情
報共有を積極的に行い、ＣＢ/Ｓ
Ｂ化、社会的ビジネス化の機運
を高め、取組につながるよう支
援を行う。（通年） 

 

 

  

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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－ニア・イズ・ベターのさらなる徹底－（区政編） 

【改革の柱２】区長の権限・責任の拡充と区民参画のさらなる推進 
 
柱2-Ⅰ-ア 区ＣＭ制度の趣旨に即した運用の徹底 

 

目標の達成状況  

目標 29 年度実績 
29 年度目標 

の評価 
30 年度以降の目標 
（設定・変更等） 

①-１ 
区ＣＭ制度について適
切に理解している関係
職員の割合 
ｅラーニングのテスト
に全問正解した関係職
員の割合 29 年度 30％ 
※30・31 年度の目標は、
29 年度の結果を踏まえ
て設定 

21.3％ 未達成 30 年度 30％ 
31 年度 30％ 
※ただし、31 年度の目標値
は、30 年度の結果を踏まえ
て再検討する。 
 

（理由） 
・29 年度は目標値を下回っ
たことから、30 年度は改
めて 30％を目標とする。 

・30 年度の追加的な取組の
効果が未判明であるため
31 年度も 30 年度と同様
の 30％に設定した上で、
30 年度結果が目標値を上
回った場合には、改めて
上方修正を検討する。 

①-２  
区内の基礎自治行政に
ついて区ＣＭの意向を
反映した事業が実施で
きていると考える区長
（区ＣＭ）の割合  
29 年度 85％ 
30 年度 90％ 
31 年度 100％ 

95.8％ 達成 30 年度 100％ 
31 年度 100％ 
 

（理由） 
29 年度実績が 30 年度目標
を上回ったため、30 年度目
標を上方修正する。 

 
取組の実施状況 

29 年度の主な取組実績 課題 
30 年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①区ＣＭ制度の趣旨に即した運用の徹底に
向けた職員の意識啓発 

・区ＣＭ制度運用上生じている具体的な
課題について各区役所及び関係局の状
況を把握した上で、把握した課題に基
づきｅラーニング内容（設問・解説・参
考資料）を作成した。 

・作成した内容により、区ＣＭ事業に関わ
る職員に対し、ｅラーニングを実施し
た。 

・ｅラーニング実施後、実施結果を踏ま
え、特に誤りの多かった項目等につい
て、制度の再周知を行い、職員の理解度
の向上を図った。 

・区ＣＭ制度につい
てのｅラーニン
グの内容につい
て、適切な難易度
の設定が必要。 

・目標達成に向け、
ｅラーニングに
おいて誤りの多
かった内容につ
いて、あらためて
区ＣＭ制度の周
知徹底を行う必
要がある。 

 

・30 年度のｅラーニング実施前
に、29 年度に誤りの多かった
内容について関係所属に対
し、制度の再周知を図る。（上
期） 

・ｅラーニングを実施する。（上
期） 

・30 年度のｅラーニングの実施
結果を踏まえて、制度の再周
知を行い、職員の理解度向上
を図る。（上期） 
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柱2-Ⅰ-イ 「ニア・イズ・ベター」に基づく分権型教育行政の効果的な推進 

 

目標の達成状況  

目標 29 年度実績 
29 年度目標 

の評価 
30 年度以降の目標 
（設定・変更等） 

①-１  
委員を務める学校にお
いて、学校の実情に応じ
た教育が行われ教育内
容がより充実したと感
じる小・中学校の学校協
議会委員の割合 
  30 年度 30％ 
   31 年度 40％ 
 
①-２  
区内において、学校、地
域の実情に応じた教育
が行われたと感じる「保
護者・区民等の参画のた
めの会議」の委員の割合 
  30 年度 30％ 
   31 年度 40％ 

― ― 変更なし 
 
（理由） 
30 年度からの目標設定であ
るため。 

 

取組の実施状況 

29 年度の主な取組実績 課題 
30 年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①分権型教育行政に関わる制度、役割など

の明確化・職員、校長への分権型教育行

政についての理解促進 

・分権型教育行政に関わる制度、役割など
を整理したものを取りまとめ、ｅラー
ニング資料を作成した。 

・分権型教育行政についての理解促進の
ため、職員、校長、副校長及び教頭に対
し、ｅラーニングを実施した。 

対象となる職員・小中学校長、副校長及
び教頭の 90％以上が、「分権型教育行政
の制度趣旨の理解に基づき業務を進め
ていると思う」と回答しており、理解を
促進することができた。 

 

・計画どおり職員、
校長等の理解を促
進することができ
た。今後は促進さ
れた理解のもと、
引き続き各区にお
いて、区の実情に
応じた取組を実施
していく必要があ
る。 

・一方で、各区職員
の理解度に比べる
と教育委員会事務
局職員の理解度が
低く、区との差が
見られた。 

・今後も分権型教育
行政に関わる制
度、役割などの明
確化が必要であ
る。 

・29 年度の取組実績に基づき、
各区において区の実情に応じ
た取組が計画されている。 

・多くの区では学校協議会への
支援や、区教育行政連絡会、
「保護者・区民等の参画のた
めの会議」等の充実にかかる
取組などを計画されている。 

・好事例としては、「保護者・区
民等の参画のための会議」な
どを通じて、保護者・区民等の
意見やニーズを把握のうえ計
画する、校長経営戦略支援予
算（区担当教育次長執行枠）な
どを活用した具体的な施策を
取組として上げている区もあ
る。 

・教育委員会事務局職員に対し
ては、引き続き理解促進に努
める。 

・分権型教育行政の制度、役割な
どの明確化については、区長
会議こども・教育部会の分権
型教育行政検討小委員会にお
いて整理を図る。 

 

  

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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柱2-Ⅱ-ア 複数区による区ＣＭ事業の実施のためのルール化   

 

目標の達成状況  

目標 29 年度実績 29 年度目標 
の評価 

30 年度以降の目標 
（設定・変更等） 

①29 年度 複数区による区ＣＭ
事業の実施のためのルール化 
複数区による区ＣＭ事業の実
施のためのルールが有効に機
能していると思う区長（区Ｃ
Ｍ）の割合 
30 年度 80％ 
31 年度 100％ 

ルール（プロセス）
策定 

達成 
 

変更なし 
 
（理由） 
予定通りに取組が進捗して
いるため。 

 
取組の実施状況 

29 年度の主な取組実績 課題 
30 年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①複数区による区ＣＭ事業の実施のための 
ルール化 

・ルール（プロセス）の設定に向けた各区・
関係局希望事業等の把握のためのアンケ
ートを実施 

・複数区による区ＣＭ事業の実施のため、
事業選定やその取りまとめ方法等につい
てのルール（プロセス）を作成 

― ・複数区による区ＣＭ事業の実施
に向け、ルール（プロセス）を運
用する。（通年） 

 

柱2-Ⅱ-イ 共通して取り組むことでより効果の上がる取組の全市展開 

 

目標の達成状況  

目標 29 年度実績 29 年度目標 
の評価 

30 年度以降の目標 
（設定・変更等） 

①29 年度 共通して取り組むこ
とでより効果の上がる事業を
選定するためのルール化 
共通して取り組むことでより
効果の上がる事業を選定する
ルールが有効に機能している
と思う区長（区ＣＭ）の割合 
30 年度 80％ 
31 年度 100％ 

ルール（プロセス）
策定 

達成 変更なし 
 
（理由） 
予定通りに取組が進捗して
いるため。 

 
取組の実施状況 

29 年度の主な取組実績 課題 
30 年度の取組内容 

（課題に対する対応） 
①事業選定の際のルール化及び各区の検討・

実施状況や実施しない理由の見える化 

・ルール（プロセス）の設定に向けた各区状
況の把握 

・把握した状況を踏まえた、共通して取り
組むことでより効果の上がる事業を選定
する視点や実施時期等のルール（プロセ
ス）の作成 

― ・該当する事業の選定について、 
ルール（プロセス）を運用する。
（通年） 

・ルール（プロセス）に基づき区長
会議が選定した事業を実施しな
い区について、その理由を公表
する。（下期） 
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柱2-Ⅱ-ウ 区長会議の運営についてのさらなる改善   

 

目標の達成状況  

目標 29 年度実績 29 年度目標 
の評価 

30 年度以降の目標 
（設定・変更等） 

①-１ 
区長会議の決定事項が
順調に進捗していると
感じる区長（区ＣＭ）の
割合 

29 年度 90％  

※30・31 年度の目標は、
29 年度の結果を踏まえ
て設定 

95.8% 達成 30 年度 100％ 
31 年度 100％ 
 
（理由） 
区長（区ＣＭ）アンケート結
果を踏まえて、進捗状況の
情報発信等の改善取組を実
施することにより、29 年度
以上の結果をめざす。 

①-２ 
区長会議の議事内容が
適切に発信されている
と感じる区長（区ＣＭ）
の割合 

29 年度 90％  

※30・31 年度の目標は、
29 年度の結果を踏ま
えて設定 

95.8% 達成 30 年度 100％ 
31 年度 100％ 
 
（理由） 
区長（区ＣＭ）アンケート結
果を踏まえて、より市民に
わかりやすい情報発信等の
改善取組を実施することに
より、29 年度以上の結果を
めざす。 

 

取組の実施状況 

29 年度の主な取組実績 課題 
30 年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①区長会議での決定事項の進捗管理や情報

発信の強化 

・庁内ポータルプロジェクトグループ 
ウェアを活用した取組を実施した。（区
長 会議、部会・ＰＴの案件一覧の掲
載、部会決議状況一覧の掲載） 

・区長会議等の議事要旨を各区長宛に 
メール送信することとした。 

・大阪市ホームページにおける区長会議
及び各部会ページ（開催概要）のリニュ
ーアルを行った。 

 

・市民にとって区長
会議等における
議論の経過が分
かりにくい。 

 

・議事概要を作成する際に、案件
概要や関連ホームページの明
記をすることにより、市民に
とってわかりやすい記載とす
る。（通年） 

・区長会議議事概要の掲載ペー
ジのリンクを各区のホームペ
ージ等に掲載するなど、市民
に対する区長会議の見える化
を促進する。（通年） 
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柱2-Ⅲ-ア 区における住民主体の自治の実現   

 

目標の達成状況  

目標 29 年度実績 29 年度目標 
の評価 

30 年度以降の目標 
（設定・変更等） 

①-１ 
区政会議において、各
委員からの意見や要
望、評価について、十分
に区役所や委員との間
で意見交換が行われて
いると感じている区政
会議の委員の割合 

29 年度 60％ 

※30・31 年度の目標
は、29 年度の結果を
踏まえて設定 

24 区中 20 区で目標値を
上回った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未達成 

港区、大正

区、東成区、

平野区の４

区が未達成 

 

 

（理由） 
基とする 29 年度実績が確定し
たため、30 年度以降の目標を設
定する。 

※②を除く各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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目標 29 年度実績 29 年度目標 
の評価 

30 年度以降の目標 
（設定・変更等） 

①-２ 
区政会議において、各
委員からの意見や要
望、評価について、適切
なフィードバックが行
われたと感じる区政会
議の委員の割合 

29 年度 60％ 

※30・31 年度の目標
は、29 年度の結果を
踏まえて設定 

24 区中 18 区で目標値を
上回った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未達成 

福島区、大正
区、西淀川
区、東成区、
阿倍野区、平
野区の６区
が未達成 

 

 
（理由） 
基とする 29 年度実績が確定し
たため、30 年度以降の目標を設
定する。 
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目標 29 年度実績 29 年度目標 
の評価 

30 年度以降の目標 
（設定・変更等） 

②地域活動協議会から
の推薦を受けた区政
会議の委員を選定し
ている区の数 

29 年度 20 区 
30 年度 20 区 
31 年度 24 区 

24 区 達成 30 年度 24 区 
31 年度 24 区 
 
（理由） 
30 年度以降についても 29 年度
の達成状況を維持することを目
標とする。 

 

取組の実施状況 

29 年度の主な取組実績 課題 
30 年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①区政会議の運営についての効果的なＰＤ

ＣＡの実施 

・区長会議人事・財政部会において、 
区政会議運営にかかる課題把握のため
のアンケート調査の内容等を整理し
た。 

・各区において、区政会議委員に対し、現
状の区政会議運営の課題を明らかにす
るためのアンケート調査を実施した。 

 
・各区において、アンケート結果に基づ
き、必要に応じ、改選後の委員への説明
会の実施などの情報提供の充実や、配
席の変更等の運営方法の改善、会議資
料の簡素化や説明時間の短縮などに取
り組んだ。 

 

・各区において、さ
らなる改善のた
めに、29 年度改選
後の区政会議委
員に対してアン
ケート調査を実
施する必要があ
る。 

・各区において、区政会議委員に
対するアンケートにより把握し
た課題に基づき、区政会議運営
の改善に取り組む。（通年） 

②区政会議と地域活動協議会との連携 

・各区において、地域活動協議会から推薦
を受けた委員を選定した。 

 

― ・各区において、引き続き、地域活
動協議会からの推薦を受けた委
員も選定されている状態を維持
する。（通年） 

 

  

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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柱2-Ⅲ-イ 多様な区民の意見やニーズの的確な把握 

 

目標の達成状況  

目標 29 年度実績 
29 年度 
目標 
の評価 

30 年度以降の目標 
（設定・変更等） 

①区役所が、様々な機
会を通じて区民の
意見やニーズを把
握していると感じ
る区民の割合 

29 年度 35％ 

※30・31 年度の目標
は、29 年度の結果
を踏まえて設定 

24区中 23区で目標値を上
回った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未達成 

浪速区が
未達成 

 

 

 
（理由） 
基とする 29 年度実績が確定した
ため、30 年度以降の目標を設定す
る。 

 

  

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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取組の実施状況 

29 年度の主な取組実績 課題 
30 年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①意見やニーズの把握手法の多角化 

・各区において、区民アンケート調査や意
見箱の設置などの取組を継続して実施
した。 

・区民アンケートにおいて、転入者や特定
の世代をターゲットにした調査や、イ
ベント等の機会を活用したアンケート
調査を行うなど、各区の創意工夫によ
り、意見・ニーズの把握に取り組んだ。 

・区長会議人事・財政部会においては、各
区の独自取組を各区に共有した。また、
他都市における取組内容についても把
握し、あわせて共有した。 

 

― ・各区において、他区の取組等を
踏まえながら、区の実情に応じ
て、区民意見・ニーズの把握手
法の多角化に取り組む。（通年） 

 

 

 

  

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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柱2-Ⅳ-ア さらなる区民サービスの向上 

 

目標の達成状況  

目標 29 年度実績 29 年度目標 
の評価 

30 年度以降の目標 
（設定・変更等） 

①区役所が、相談や
問い合わせ内容
について適切に
対応したと思う
区民の割合 

29 年度 75％ 

※30・31 年度の目
標は、29 年度の
結果を踏まえて
設定 

24区中 13区で目標値を上回っ
た。 

 

【目標】75％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未達成 

北区、福島区、
此花区、中央
区、浪速区、東
成区、住之江
区、住吉区、東
住吉区、平野
区、西成区の
11 区が未達成 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（理由） 
基とする 29 年度実績が確
定したため、30 年度以降の
目標を設定する。 

67.8%

77.8%

72.3%

70.7%

72.4%

82.3%

77.8%

81.2%

80.2%

70.6%

75.7%

77.2%

79.0%

65.2%

82.4%

78.9%

75.6%

75.3%

81.8%

66.7%

71.6%

73.5%

72.8%

69.2%

0.0% 100.0%

北区

都島区

福島区

此花区

中央区

西区

港区

大正区

天王寺区

浪速区

西淀川区

淀川区

東淀川区

東成区

生野区

旭区

城東区

鶴見区

阿倍野区

住之江区

住吉区

東住吉区

平野区

西成区

70.0%
79.0%
76.0%
78.0%
76.0%

84.0%
80.0%
83.0%
82.0%

75.0%
81.0%
81.0%
82.0%

67.0%
88.0%

80.0%
77.0%
82.0%
85.0%

75.0%
80.0%

76.0%
75.0%
75.0%

0.0% 100.0%

北区

都島区

福島区

此花区

中央区

西区

港区

大正区

天王寺区

浪速区

西淀川区

淀川区

東淀川区

東成区

生野区

旭区

城東区

鶴見区

阿倍野区

住之江区

住吉区

東住吉区

平野区

西成区

31年度目標

※②を除く各区状況については、[別冊]をご覧ください。 

70.0%
78.0%
75.0%
75.0%
75.0%

83.0%
80.0%
82.0%
81.0%

75.0%
78.0%
80.0%
80.0%

66.0%
85.0%

80.0%
76.0%
80.0%
82.0%

70.0%
75.0%
75.0%
73.0%
72.0%

0.0% 100.0%

北区

都島区

福島区

此花区

中央区

西区

港区

大正区

天王寺区

浪速区

西淀川区

淀川区

東淀川区

東成区

生野区

旭区

城東区

鶴見区

阿倍野区

住之江区

住吉区

東住吉区

平野区

西成区

30年度目標
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目標 29 年度実績 29 年度目標 
の評価 

30 年度以降の目標 
（設定・変更等） 

②「区役所来庁者等
に対するサービ
スの格付け結果」
において、☆☆
（民間の窓口サ
ービスの平均的
なレベルを上回
るレベル）以上を
獲得した区役所
の数 

29 年度 14 区 
30 年度 17 区 
31 年度 20 区 
（28 年度 11 区） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

24区中 16区で☆☆以上を獲得
した。 

【目標】☆☆以上を獲得した区
役所の数 14 区以上 

北区 ☆☆ 

都島区 ☆ 

福島区 ☆☆ 

此花区 ☆ 

中央区 ☆☆ 

西区 ☆☆ 

港区 ☆☆ 

大正区 ☆☆ 

天王寺区 ☆☆ 

浪速区 ☆☆ 

西淀川区 ☆ 

淀川区 ☆☆ 

東淀川区 ☆☆ 

東成区 ☆ 

生野区 ☆☆ 

旭区 ☆ 

城東区 ☆☆ 

鶴見区 ☆ 

阿倍野区 ☆☆ 

住之江区 ☆☆ 

住吉区 ☆☆ 

東住吉区 ☆☆ 

平野区 ☆ 

西成区 ☆ 

計 

（☆なし） ０区 

（☆） ８区 

（☆☆） 16 区 

（☆☆☆） ０区 

 

 

 

達成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更なし 
 
（理由） 
予定通りに取組が進捗し
ているため。 
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目標 29 年度実績 29 年度目標 
の評価 

30 年度以降の目標 
（設定・変更等） 

③区の様々な取組
（施策・事業・イ
ベントなど）に関
する情報が、区役
所から届いてい
ると感じる区民
の割合 

29 年度 30％ 

（28 年度 28.6％） 

※30・31 年度の目
標は、29 年度の
結果を踏まえて
設定 

24区中 24区で目標値を上回っ
た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

達成 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（理由） 
基とする 29 年度実績が確
定したため、30 年度以降の
目標を設定する。 

 

  

40.7%

42.9%

45.8%
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取組の実施状況 

29 年度の主な取組実績 課題 
30 年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①区民に身近な総合行政の窓口としての機
能の充実 

・来庁・電話・郵便・市民の声・インター
ネット等で寄せられる相談・要望等を総
合的に受け付け、個々の事業に応じ関係
部署への連絡や指示を適切に行い状況
を依頼者にフィードバックするなど対
応を行った。 

・行政連絡調整会議等を開催し、関係局や
関係行政機関との連絡体制を強化した。 

・総合行政窓口として職員の様々な問い合
わせや相談に関する対応力の強化を図
った。 

・職員向け問い合わせ内容別案内ガイドブ
ック（区役所業務以外も含む）の作成な
どを行い職員に周知した。（例：旭区） 

・対応力の強化として問い合わせの多い項
目について分析及び対策を講じた。（例：
東淀川区） 

・市民の声を基本としたその意見に対する
対応状況を1か月ごとに取りまとめホー
ムページ上で専用コーナーを設け公開
し、市民に周知した。（例：天王寺区） 

・区民からの多岐に
わたるお問い合
わせ等によりス
ムーズに対応す
るため区役所業
務以外について
も適切に対応す
るためのマニュ
アル等を充実し
職員への周知が
必要である。 

・総合行政拠点窓口
の機能としてよ
り市民に分かり
やすく情報を発
信していく必要
がある。 

 
 
 

・個々の事業に応じ関係部署へ
の連絡や指示を迅速かつ適切
に行うとともに対応状況につ
いて依頼者にフィードバック
を行う。（通年） 

・区役所が区民に身近な総合行
政拠点として、窓口で区民ニ
ーズに適切に対応するための
マニュアル等の充実に取り組
む。（通年） 

・総合的な市政の内容やその担
当等が手軽に検索できるウェ
ブサイト等を駆使し、窓口で
タブレット端末を利用し即座
に対応する仕組みの構築。
（例：福島区） 

・ガイドブックの作成等、他区の
良い取組事例を共有してい
く。（通年） 

・引き続き、総合行政拠点窓口と
して問い合わせ対応事例に対
して分かりやすくホームペー
ジ等を利用し市民に情報を発
信していく。（通年） 

②庁舎案内や窓口サービスにおけるサービ
ス向上 

・ほぼ全ての区役所で、外部講師等による
全職員対象の接遇研修等を実施し接遇
技術のスキルアップを向上させた。 

・市民の受付窓口での待ち時間縮減対策と
して、事務作業工程の見直しを行い、区
役所内のレイアウト変更を数回実施し
た。（住吉区など） 

・フロアマネージャーのスキルアップや窓
口サービスの向上のためニーズの把握
と改善を行った。  

・各職員に接遇技術
の差があり、全体
的な技術の向上
が必要である。 

・29年度の取組で格
付け☆☆以上を
獲得した区にお
いても、評価結果
の低い項目につ
いては改善が必
要である。 

・評価の低かった項目について、
実効性のある職員研修の実施
をするとともに接遇チェック
シート等を作成し、活用する。 
（通年） 

・さらなる評価アップを目指す
ため、ソフト面・ハード面両面
において他区で実施されてい
る優れた点を学ぶ。（通年） 

 
 

③区政情報の発信 

・全区において、広報紙等配布を実施した。 

・広報紙についても、手にとって読んでも
らいやすいようデザインや記事につい
て紙面を刷新した。（例：北区、中央区、
西淀川区、東成区、住之江区、住吉区） 

・各区において、ＳＮＳを利用し、区政情
報・各種講座やイベントなどの状況を随
時発信した。 

・特に、城東区、住吉区ではスマホアプリ
「マチイロ」で区広報誌の配信を行っ
た。 

 

・区政情報等につい
て引き続き広報
紙・ホームペー
ジ・ＳＮＳ等を効
率的に利用した
情報発信の強化
が必要である。 

・広報紙の紙面スペ
ースに限りがあ
るためＳＮＳ等
を駆使するなど
工夫が必要。 

・広報人材のスキル
アップが必要で
ある。 

・各区において、広報紙をより見
やすく、より手に取りやすく
興味を引くようなデザイン・
内容にリニューアルするなど
工夫し、その他ホームページ
やＳＮＳ等を利用し区政情報
を発信していく。（お問い合わ
せの多い情報、ホームページ
のアクセスランキング等の分
析、調査を行うなど。）（通年） 

・広報担当者向けの講座や研修
の実施及び区職員向けの広報
研修を実施し、広報人材の育
成に取り組む。（通年） 

 

 

  

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 



91 
 

柱2-Ⅳ-イ 効率的な区行政の運営の推進 

 

目標の達成状況  

 
取組の実施状況 

29 年度の主な取組実績 課題 
30 年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

①区役所事務についての標準化・ＢＰＲの計
画的推進 

・全区において、選挙事務においては投票
事務・開票事務の標準化ＰＴ等を立ち上
げ、取り組んだ。 

・業務マニュアルのアップデートや各種
業務チェックシート・業務引き継ぎ書を
作成し、共有した。 

・課サーバ内の共有フォルダの構成を再
編する考え方や手法について整理を行
った。 

・特に、西淀川区では、区役所事務のうち、
会計事務について、各課職員で構成する
会計事務適正化検討会を定期的に開催
し、会計事務の業務改善に取り組むとと
もに、業務プロセスを抜本的に見直すＢ
ＰＲの視点で標準化に取り組んだ。 

・各区においてさら
なる改善のため事
務の標準化の意識
の定着が必要 

・重要管理ポイント
を遵守するという
意識の徹底。 

・整理した共有フォ
ルダの構成につい
て各課のサーバへ
の実装には至らな
かった。 

・各区においてさらなる改善に
向け事務の標準化や重要管理
ポイントの徹底のため、職員の
意識改善を図るため研修会等
を実施する。（通年） 

・不適正な事務処理事案が発生
した重要管理ポイントが適正
に設定されているか、検証し抑
止策を検討する。（随時） 

・各課サーバへの実装のための
データ作成や運用のため職員
（各課文書主任等）に対する研
修の実施。（通年） 

 
 
 

②各区による自主的・自律的なＰＤＣＡサイ
クルの促進 

・全区において職員を対象にＰＤＣＡの
理解を深める研修を実施。 

・事業の進捗状況等について各担当より
報告を行い、情報の共有や、職員情報紙
の掲載等を行った。 

・効果的な取組であると区長会議におい
て判断された内容について可能なもの
を検討し、実施した。 

 

・各業務における職
員の自主的・自律
的なＰＤＣＡサイ
クルに対してのさ
らなる意識の向上
が必要。 

・成果を的確に評価
するため区民ニー
ズの把握やより効
果的な区行政を運
営するため他区の
成功事例の情報共
有が必要。 

・ＰＤＣＡにおいてさらなる意
識の向上を図るため職員アン
ケート、職員研修等を引き続き
実施する。（通年） 

・各種会議や市民の声、各種アン
ケート調査などにより区民の
ニーズを把握し、的確にＰＤＣ
Ａを実施する。また、他区にお
いての成功事例を情報共有し、
各区においてより効率的、効果
的な区行政の運営を図る。 
（通年） 

目標 29 年度実績 
29 年度 
目標 
の評価 

30 年度以降の目標 
（設定・変更等） 

①不適切な事務処理事案
の件数（公表ベース） 

29 年度 28 年度件数（243
件）から 10％減（218 件） 
※30・31 年度の目標は、29
年度の結果を踏まえて
設定 

 

24 区全体で目標値を
上回った。 
15％減（206 件） 
 
 
 
 
 
 
 

達成 
 

30 年度 185 件（29 年度実績か
ら 10％減） 
31 年度 30 年度の実績から 10％
減 
 
※31 年度の目標は、30 年度の結
果を踏まえて再検討 
 
（理由） 
基とする 29 年度実績が確定した
ため、30 年度の目標を設定する。 

②日頃からＰＤＣＡサイ
クルを意識して業務に
取り組んでいる職員の
割合 

29 年度 83％ 
31 年度 85％ 
 
 

24 区全体で目標値を
上回った。 
88.8％ 
 
 
 
 
 

達成 
 

 
 
 
 

自ら担当する業務について、ＰＤ
ＣＡサイクルを回して５割以上
の業務を改善できたと評価して
いる職員の割合 
 
30 年度 48％ 
31 年度 50％ 
 
（理由） 
「市政改革プラン 2.0－新たな価
値を生み出す改革―」見直し後の
具体的な取組項目における目標
設定の変更に伴い変更。 

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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（参考）全項目における目標達成状況 

 

 

 

【改革の柱１】地域社会における住民自治の拡充

Ⅰ　地域コミュニ
ティの活性化

身近な地域でのつながりに関して肯定的に感じている区民の割合

②地縁型団体が行う活動に参加している区民の割合

③各団体により地域の特性や課題に応じた活動が進められていると感じている区民
の割合

各区における市民活動支援情報提供窓口の設置

①地域活動協議会の構成団体が、自分の地域に即した支援を受けることができて
いると感じた割合

②地域活動協議会を知っている区民の割合

③地域活動協議会の構成団体が、地域活動協議会に求められている準行政的機

能を認識している割合

②総意形成機能
の充実

各地域活動協議会からの推薦を受けた区政会議の委員を選定している区の数

各区において、新たに地域活動協議会とＮＰＯ及び企業等とが連携した取組を行っ

た件数

①支援メニューを今後の活動に役立てられたと感じた利用者の割合

②市民活動総合ポータルサイトに利用登録する団体が掲載情報を活用した割合

①まちづくりセンター等の支援を受けた団体が、支援に満足している割合

②各区において派遣型の地域公共人材が活用された件数

各区が関与したＣＢ/ＳＢ起業件数及び、社会的ビジネス化事業創出件数

【改革の柱２】区長の権限・責任の拡充と区民参画のさらなる推進

①-1 区ＣＭ制度について適切に理解している関係職員の割合

①-2 区内の基礎自治行政について区ＣＭの意向を反映した事業が実施できてい

ると考える区長（区ＣＭ）の割合

①複数区による区ＣＭ事業の実施のためのルール化

①共通して取り組むことでより効果の上がる事業を選定するためのルール化

①-1 区長会議の決定事項が順調に進捗していると感じる区長（区ＣＭ）の割合

①-2 区長会議の議事内容が適切に発信されていると感じる区長（区ＣＭ）の割合

①-1 区政会議において、各委員からの意見や要望、評価について、十分に区役

所や委員との間で意見交換が行われていると感じている区政会議の委員の割合

①-2 区政会議において、各委員からの意見や要望、評価について、適切なフィー

ドバックが行われたと感じる区政会議の委員の割合

② 地域活動協議会からの推薦を受けた区政会議の委員を選定している区の数

① 区役所が、様々な機会を通じて区民の意見やニーズを把握していると感じる区
民の割合

① 区役所が、相談や問い合わせ内容について適切に対応したと思う区民の割合

② 「区役所来庁者等に対するサービスの格付け結果」において、☆☆（民間の窓

口サービスの平均的なレベルを上回るレベル）以上を獲得した区役所の数

③ 区の様々な取組（施策・事業・イベントなど）に関する情報が、区役所から届いて

いると感じる区民の割合

① 不適切な事務処理事案の件数（公表ベース）

② 日頃からＰＤＣＡサイクルを意識して業務に取り組んでいる職員の割合

達成率

Ⅲ　区民が区政

運営に参加・参
画する仕組みの

さらなる充実

ア　区における住民主体の自治の実

現

イ　多様な区民の意見やニーズの的
確な把握

Ⅳ　区民サービ

スの向上と効率
的な区行政の運

営

ア　さらなる区民サービスの向上

イ　効率的な区行政の運営の推進

Ⅱ　区間連携の

促進

ア　複数区による区ＣＭ事業の実施の

ためのルール化

イ　共通して取り組むことでより効果の
上がる取組の全市展開

ウ　区長会議の運営についてのさらな

る改善

イ　地域の実態に応じたきめ細かな支

援

ウ　市民活動の持続的な実施に向け

たＣＢ／ＳＢ化、社会的ビジネス化の

支援

Ⅰ　区長の権限

の明確化

ア　区ＣＭ制度の趣旨に即した運用

の徹底

イ　「ニア・イズ・ベター」に基づく分権

型教育行政の効果的な推進
（29年度目標なし）

Ⅲ　多様な協働
（マルチパート

ナーシップ）の

推進

ア　地域活動協議
会への支援

①活動の活性化
に向けた支援

イ　多様な主体のネットワーク拡充へ

の支援

Ⅳ　多様な市民
活動への支援メ

ニューの充実

ア　市民活動に役立つ情報の収集・
提供

ア　人と人とのつながりづくり

Ⅱ　地域課題解

決に向けた活動
の活性化

ア　地域に根ざした活動の活性化（地

縁型団体）

①自治会・町内会単位の活動への支援策の策定、着手可能なものから実施

イ　地域を限定しない活動の活性化

（テーマ型団体）
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○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 24/24 達成

○ － － － ○ － － ○ － － － － ○ ○ － － ○ － － － ○ － ○ －  8/ 8

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 24/24 達成

○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × 21/24 未達成

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 24/24 達成

○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ × ○ × ○ × × × ○ ○ ○ × × ○ ○ 16/24 未達成

× × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ×  0/24 未達成

× ○ × × ○ × × × × × × × × ○ × × × × × × × × × × 3/24 未達成

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 24/20 達成

○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × 21/24 未達成

達成

達成

○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ × × × ○ × × × ○ ○ ○ ○ × ○ ○ 16/24 未達成

○ × ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ ○ × × 15/24 未達成

○ － ○ － × ○ ○ ○ × ○ × ○ ○ ○ ○ × × × × × ○ × ○ × 12/22 未達成

未達成

達成

達成

達成

達成

達成

○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ 20/24 未達成

○ ○ × ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ × ○ 18/24 未達成

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 24/20 達成

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 23/24 未達成

× ○ × × × ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ × × × × × 13/24 未達成

○ × ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ × ○ × ○ ○ ○ ○ × × 16/14 達成

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 24/24 達成

達成

達成

85% 83% 78% 72% 75% 73% 84% 80% 84% 73% 57% 84% 75% 75% 78% 68% 70% 73% 73% 78% 80% 68% 65% 57%

区長会議（部会）が主体でめざす目標

区長会議（部会）主体でめざす目標

市民局主体でめざす目標

区長会議（部会）主体でめざす目標

（29年度目標なし） －

平成29年度

目標達成状況

区長会議（部会）主体でめざす目標
達成



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⼤阪市 市政改⾰室 改⾰プラン推進担当 
 

〒530-8201 
⼤阪市北区中之島１－３－２０ 
TEL 06-6208-9885 
FAX 06-6205-2660 
Eﾒｰﾙ ac0015@city.osaka.lg.jp 

 


